予算要求資料
平成28年度当初予算　　支出科目　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：社会福祉諸費
	事業名　新見守りネットワーク支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　健康福祉部地域福祉国保課地域福祉係　電話番号：058-272-8261
　　　　　　　E-mail： c11219@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　1,800千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	1,800
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,800

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　＜現状＞

・見守りネットワーク活動の県内の実施率が70.7%(H26)と普及してきた。しかし、他人との接触を拒むひきこもりの単身高齢者は民生委員や見守りボランティアに会ってくれず、安否の把握に苦労している。（地域による一方的な見守り活動の限界）
・一方地域社会で生活できている独居や身寄りのない高齢者は、孤独死を身近な問題と考えており、もしもの時について、常に不安に思っている。
＜課題＞

今後の更なる単身高齢者増加を見据えると、一人で暮らす高齢者一人ひとり

に、「将来に向けた自身の安心のためには、積極的な行動によりに安否を発

信する必要がある」という認識をもってもらう必要がある。

＜方向性＞
・県が先駆的に高齢者が積極的な行動により安否を発信する取組をモデル市町
村で実施し、その成果を他の市町村に発信することにより同様の取り組みを
普及させ、高齢者の意識改革を進める。（全国でも例のない取組と思われる。）
・将来的には、スマートフォン等高性能端末により安否を発信してもらう形
での見守りが想定される(※)ことからも今のうちから積極的な安否発信行
動意識の醸成が必要である。
　　※ 現在一部では安否発信のアプリも開発されつつあるが、高齢者にスマー
トフォン等高性能端末は十分普及していない。（所有率18.3％）、
（２）事業内容

・モデル市町村において見守り対象者に必要性を説明し協力を求め、特定の商
　店等の利用する機会を通じ、自ら安否発信する行動をとってもらう。

従来の見守り活動と比較した見守りの質の向上について実証し、その結果を
県内市町村に提供し、次年度以降の事業普及を図る。
・実証する箇所は、中心市街地２か所、中山間地域２か所とし、残りの１か所は市町村の応募状況を見て判断する。実証場所はスーパーや、公共施設、ふれあいサロン等高齢者の生活の一部となっている場所とする

・実証場所には血圧計などの健康器具を設置することにより、出かけるインセ

ンティブを与える。
・事業で使用したソフトは、次年度以降事業実施を希望する団体（市町村及び

市町村社協等）に無料配布する。　
【見守りの仕組み】
　　1.見守り対象（独居高齢者等）が商店等で買い物等の用事を済ませる。

2.店員（もしくは本人）が専用端末でバーコード（固有番号）を読み
取る。
3.バーコードに対応した連絡先（民生委員、家族等の希望メールアドレスへ）
メールを自動送信される。
【検証事業の実施方法】
県の役割：タブレット端末の購入、メール発信システムの開発、Wi-Fi機器　

　　　　　　　の調達。実施団体の公募（対象は市町村、市町村社協及びNPO

法人等を想定）

団体の役割：見守り希望者の募集・選定、個人情報の管理、受信先の決定と管理、見守りの実施。
（３）県負担・補助率の考え方

第三期県地域福祉支援計画において、見守りネットワーク活動の普及・拡大を図っており、普及・拡大を行うためのモデル事業実施を県が行うのは妥当である。
（４）類似事業の有無
なし
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	1,580
	システム開発費、通信料、サーバー借り上げ

	消耗品費
	160
	コピー代、紙代、血圧計20千円×５か所

	役務費
	60
	郵送料500人×120＝60､000円

	合計
	1,800
	



	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
県地域福祉支援計画
（２）国・他県の状況

県内では、家族が町域外に暮らしている高齢者の安否確認をメールで発信する事業を実施している町がある。（今年度実施予定）
（３）後年度の財政負担
翌年度も実施する予定であり、システム開発費が不要である。
（４）事業主体及びその妥当性
第三期県地域福祉支援計画において、見守りネットワーク活動の普及・拡大を図っており、普及・拡大を行うためのモデル事業実施を県が行うのは妥当である。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　安心して一人で暮らすためには、見守り対象者の側から積極的な安否を発信する必要性があり、それを理解して、自ら安否を発信する文化を醸成していく。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	見守りネットワーク活動（県内における実施率）
	55.6%
(H22)
	54.8%（H23）
	59.4%
（H24）
	70.7%
（H26）
	100%
（H30）
	70.7％


	
	
	
	
	
	
	


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

なし



（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

なし



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	見守り対象者の見守りの体制を整え、自ら安否を発信する文化を醸成していくためには、必要な事業である。見守り対象者は独居家庭の増加に伴い、年代が低下している傾向にある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	見守り活動を実施しているボランティアの高齢化が進んでおり、頻繁に見守りを実施することが困難な状況にある。また、見守り対象となった独居男性は周囲からのおっせかいを嫌がったり、現に働いていることから見守りが困難な現状がある。


	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

　 
　○

	本人自ら、安否を発信してもらうことにより見守りボランティアの負担が軽減できる。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
独居で暮らす人の増加に伴い、見守り対象者の年齢が低下し、見守りが困難な事例が見られるようになった。また、地域社会においても独居住民の孤独死を嫌悪する傾向にあり、孤独死が発生した場合に民生児童委員の負担となっている。

本人自らが、安否を発信する文化を醸成していくことにより、本人の不安軽減や地域住民の負担軽減に資することができる。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

事業終了後、サービス利用者にアンケート調査を実施し今後の利用方法を検討する。ソフトの改良を行い、見守りを実施したい市町村、NPO等の団体に無料配布し見守り活動の拡大を図る。


